長建協発第５０９号
平成２０年３月３１日
各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
長崎県建設工事暴力団対策要綱の一部改正について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　度重なる「暴力団関係者との密接交際事実」による指名除外処分が続いたことから、長崎県では、建設業者と暴力団関係者との潜在的関係の打破を目指すため、平成１８年７月１日より、本要綱に不当要求があった場合の通報義務（警察への届出・県発注機関への報告）を追加し、これを厳守しない場合には、指名除外措置を課すことによって、通報義務の定着化を図ってきたところであります。
　しかしながら、県発注機関が受注業者等からの不当要求の報告を受けた際の対応等について、県土木部ホームページ内の「本要綱のＱ＆Ａ」（※別添資料１）での掲載や、平成１９年６月での「長崎県公共工事暴力団等排除ネットワーク協議会」の各ブロック会議の際の同要綱の一部改正の説明（※別添資料２）にて対応等が行われてきたものの、同要綱に対応についての記載が無いことから、今回、同要綱に掲載し、県発注機関職員に対し、さらなる周知・徹底を図り、また、かねてからの建設業団体等からの要望に応える目的で改正が行われました。
　つきましては、同部長より別添のとおり通知がまいっておりますので、貴支部会員へご周知方よろしくお願い申し上げます。

☆　施　行　日　　　平成２０年４月１日
